

































（ 1）　『柏崎日報』1956（昭和31）年12月 1 日。
（ 2）　箕輪允智（2015）「自治体政策志向分析の方法」『流経法学』14号 2 巻、p59⊖127。



















ている（3 ）。土地面積としては旧柏崎市が319．29km 2、旧高柳町が64．63km 2、


















柏崎市人口 71，465 73，569 80，351 83，499 86，030 88，309 91，229 88,.418
国勢調査年 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000
（ 5）　Google map（https://maps.google.co.jp/）2012．8．1アクセスをもとに作成。
図 1 　2012年柏崎市市航空写真（ 5）
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（ 6）　米軍（1948）『USA⊖M1185⊖31』。撮影高度6706m、撮影縮尺 1 ：43914。







　図 1 は2012（平成24）年時点における柏崎市の航空写真であり、図 2 は1948
（昭和23）年時点における柏崎市の航空写真である。図 3 は2012年時点の図 2
の範囲とはおおむね合致させたものである。図 1 からは市街地及び農地が海と
山に囲まれた地域に形成されているというのがわかる。図 2 と 3 の写真を比較
すると、内陸の平野に街が拡大していった様子がわかる。
（ 7）　Google map（https://maps.google.co.jp/）2012．8．1アクセスをもとに作成。
図 3 　2012年の柏崎市市街地（ 7）
















































































































事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額
1960 365 838，062 74 381，772 48 147，754 24 114，901
1963 273 1，310，057 74 593，999 31 310，390 不明 136，835
1966 307 1，971，840 66 835，934 34 452，053 26 117，711
1969 357 3，527，805 107 1，637，356 35 678，598 42 431，977
1971 360 3，606，361 115 1，258，690 35 673，084 45 671，608
1972 380 4，969，245 118 2，256，253 39 709，220 46 827，788
1973 409 6，370，840 124 2，821，590 37 792，551 48 835，418
1974 399 8，342，025 121 3，948，221 37 1，035，089 49 1，029，869
1975 396 9，382，042 114 4，488，938 34 1，560，143 53 990，050
1976 399 9，748，369 110 4，484，654 34 1，158，116 52 1，387，584
1977 407 11，192，504 114 4，999，496 35 1，457，869 58 1，619，383
1978 421 12，374，293 111 5，330，826 36 1，538，914 62 1，934，922
1979 416 13，549，323 115 5，940，081 34 1，666，162 61 1，822，388
1980 421 15，358，598 113 6，960，769 33 1，891，798 60 1，527，891
1981 429 17，703，856 117 8，476，337 36 2，200，125 64 1，792，531
1982 422 18，434，913 118 8，624，120 36 2，028，551 65 2，258，413
1983 411 19，322，695 115 8，477，613 33 2，397，049 63 2，507，521
1984 405 20，824，530 113 9，080，439 61 2，400，632 37 2，450，759
1985 397 20，995，362 115 8，695，534 61 2，669，753 31 2，749，151
1986 410 22，405，815 115 8，412，948 68 2，852，742 39 4，727，028
1987 401 22，129，573 104 7，540，739 66 2，626，534 42 5，830，403
1988 404 25，403，301 104 7，996，912 70 2，778，285 41 8，044，739
1989 417 27，329，422 106 9，008，104 66 3，177，183 50 8，478，518
1990 415 29，645，341 112 10，439，859 63 3，685，521 51 9，100，996
1991 411 30，773，298 114 10，977，155 62 3，846，518 53 9，517，942
1992 397 29，290，755 110 9，692，018 61 3，786，648 51 9，539，024
1993 385 27，530，306 105 8，594，041 56 3，518，261 54 9，173，251
1994 375 29，078，482 104 8，695，361 50 3，469，707 51 10，826，774




1996 372 30，176，972 101 9，125，365 54 3，543，330 46 11，212，987
1997 360 32，027，663 101 9，866，891 55 3，800，873 42 12，292，702
1998 351 26，284，573 97 8，517，685 56 3，339，265 43 9，338，711
1999 327 24，437，982 93 7，282，028 53 2，860，502 39 9，604，924
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図 5 　新潟県下電力会社統合系図（21）

























































































































































































































当時は 3 日に 2 日、夜間の電力供給が弱まり、「ローソク送電」と呼ばれる低
電圧送電がなされ、電力不足は戦中以上の深刻な状態となっていた。さらには
電力使用禁止時間が設定され、住宅、業務用電灯は午前 6 時半から午後 4 時半




（41）　電気協会東北支部編（1927）『新潟県並東北六県送電幹線概要 昭和 2 年 3 月現在』電気協会東
北支部。








































































































































































































































（64）　吉田昭一（1986）前掲 p. 1 。
（65）　吉田昭一（1986）前掲、pp.57⊖86。
（66）　山田良平（1961）前掲 pp.136。
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1947（昭和22）年 4 月 5 日執行
名前 得票数 属性 支持連合
三井田虎一郎 6，429 市長 民主党
斉藤準次 2，968 医師 旧比角村地域
吉岡熊蔵 2，073 歯科医師 自由党、鉄工業界の一部
松原伍一郎 1，873 社会党支部幹部 社会党、農民運動、労働運動関係者
梅沢美代司 501 不明 共産党、刈羽民主連盟
　結果は三井田虎一郎が6，429票で 8 分の 3 以上の得票で得て決選投票に至ら
ず、市長に第一回の公選市長の座を射止めることとなった（110）。一方で、 5 月






















た。市議会の党派としては、民主党系が11人、社会党が 7 人、自由党が 4 人、










（111）　『越後タイムス』1947（昭和22）年 5 月 4 日。
（112）　『越後タイムス』1947（昭和22）年 5 月 4 日。



























和25）年 4 月 1 日、刈羽郡北鯖石村の一部（長浜地区、新田畑地区、田塚地区）、同郡西中通村





































































名前 得票数 属性 支持連合
洲崎義郎 13，184 地主・各種団体役員 共産党、社会党、自由党








（124）　『越後タイムス』1951（昭和26）年 1 月 1 日。
（125）　1947（昭和22）年の県議会議員選挙で民主党から出馬した岡部友平などは洲崎の選挙事務長
として洲崎支持の選挙戦を先導するとともに、自身も市議会議員選挙に出馬して『越後タイムス』

































































（135）　『越後タイムス』1953（昭和28）年 5 月 4 日。
（136）　『越後タイムス』1956（昭和31）年12月 9 日。
（137）　『越後タイムス』1958（昭和33）年 2 月23日。






























































（143）　『越後タイムス』1955（昭和30）年 5 月 1 日、『柏崎日報』1955（昭和30）年 4 月 5 日。


























（146）　『越後タイムス』1955（昭和30）年 5 月 8 日、15日、10月16日『柏崎日報』1955（昭和30）年
5 月11日。


















当落 候補者指名 柏崎市得票 3 区得票 党派 当回数
当 稲村隆一 3，690（13%） 66，346 日本社会党（左） 4
当 田中角栄 4，890（17%） 55，242 自由党 2
当 大野市郎 1，457（ 5%） 48，330 自由党 5
当 亘四郎 4，361（15%） 48，310 民主党 5
当 三宅正一 2，700（11%） 45，653 日本社会党（右） 3
　 小林進 2，465（ 9%） 43，967 日本社会党（右） 　
　 高野雅臣 1，559（ 6%） 37，637 民主党 　
　 下条恭平 6，541（23%） 15，906 無所属 　
　 安藤義雄 530（ 2%） 7，297 日本共産党 　
　 合　計 28，193 368，688 　 　
（149）　『柏崎日報』1956（昭和31）年 2 月21日、 3 月 6 日。




当落 候補者指名 柏崎市得票 3 区得票 党派 当回数
当 田中角栄 14，563（41%） 86，131 自由民主党 6
当 小林進 5，430（15%） 55，399 日本社会党 3
当 亘四郎 4，034（11%） 54，643 自由民主党 7
当 三宅正一 5，007（14%） 52，377 日本社会党 5
当 大野市郎 1，882（ 5%） 51，739 自由民主党 3
　 稲村隆一 2，661（ 7%） 44，542 日本社会党 　
　 高野雅臣 785（ 2%） 18，968 無所属 　
　 安藤義雄 878（ 2%） 8，092 日本共産党 　
　 棚村重信 461（ 1%） 6，950 無所属 　











































氏に聞く（ 2 ）」『大原社会問題研究所雑誌』489号 pp.53⊖69、大原社会問題研究所。
（151）　『柏崎新聞』1956（昭和36）年 3 月 7 日、柏崎期成同盟会事務局（1976）前掲、pp.50⊖53。























（154）　『越後タイムス』1959（昭和34）年 1 月 1 日、18日。

































（『越後タイムス』1959（昭和34）年 4 月26日、『柏崎日報』1959（昭和34）年 4 月11日、5 月 5 日）
（162）　『越後タイムス』1959（昭和34）年 4 月 5 日。
（163）　『越後タイムス』1959（昭和34）年 4 月19日。
（164）　『柏崎日報』1959（昭和34）年 2 月14日。




名前 得票数 属性 支持連合
吉浦栄一 23，651 柏崎信用組合理事長 市内産業界（自民党）、穏健派労組




















































































































































名前 得票数 属性 支持連合
小林治助 23，723 柏崎市助役 市内産業界、柏崎越山会














（183）　『越後タイムス』1963（昭和38）年 5 月 5 日。
（184）　『越後タイムス』1963（昭和38）年 6 月23日。










































































































































































（207）　『越後タイムス』1969（昭和44）年 6 月 8 日。
（208）　『越後タイムス』1969（昭和44）年 9 月21日。


















































名前 得票数 党派 属性 支持連合













（221）　『越後タイムス』1971（昭和46）年 4 月18日、 4 月25日。



























（224）　『越後タイムス』1971（昭和46）年 5 月 2 日、 6 月 6 日。
（225）　『越後タイムス』1971（昭和46）年 4 月18日。



































く（230）。しかし、電源開発調査審議会は1974（昭和49）年 7 月 7 日の参議院議



















（231）　『越後タイムス』1974（昭和49）年 7 月 7 日。
（232）　田邉榮作（1998）前掲、pp.168⊖169。
（233）　『越後タイムス』1974（昭和49）年 8 月25日、『越後タイムス』1974（昭和49）年 9 月29日。
（234）　『越後タイムス』1974（昭和49）年11月24日。
（235）　『新潟日報』1974（昭和49）年12月 4 日。




















































































































（252）　『越後タイムス』1975（昭和50）年 2 月 2 日、 3 月 9 日。












名前 得票数 属性 支持連合
小林治助 36，154 市長 市内産業界、自民党、民社党（同盟）











（254）　『越後タイムス』1975（昭和50）年 5 月 4 日。
（255）　『越後タイムス』1975（昭和50）年 4 月27日。
























（258）　『越後タイムス』1975（昭和50）年 8 月 3 日。
（259）　また、盟友であった商工会議所会頭の西巻達一郎は1975（昭和50）年10月に60歳で亡くなっ
た（『越後タイムス』1977（昭和52）年 5 月29日、10月26日）































































（273）　『越後タイムス』1979（昭和54）年 1 月 1 日、 3 月 4 日。







名前 得票数 属性 支持連合
今井哲夫 34，230 市助役 市内産業界、自民党、民社党（同盟）













































（281）　『越後タイムス』1982（昭和57）年 5 月 2 日。
（282）　『越後タイムス』1982（昭和57）年 6 月27日。
（283）　『越後タイムス』1982（昭和57）年 7 月 4 日。


















名前 得票数 属性 支持連合
今井哲夫 30，195 現職市長 市内産業界、自民党、民社党（同盟）、公明党






















員の内訳でも変化が生じた。社会党が前回の 8 人から 5 人へと大きく減らし、
さらには保守系議員の数は22人から19人と削減数に比してもやや数を減らした
一方、民社・同盟系列は 3 人から 4 人へと議席を増やし、公明党も前回の 1 人






（287）　『越後タイムス』1983（昭和58）年 5 月 1 日。
（288）　『越後タイムス』1983（昭和58）年 4 月 3 日。
（289）　『越後タイムス』1983（昭和58）年 4 月17日。
（290）　『越後タイムス』1983（昭和58）年 5 月 1 日。
























































（298）　その後、柏崎市は1990（平成 2 ）年度に 1 度交付団体となるが、翌年から再度不交付団体と
なり2000（平成12）年まで不交付団体となった。（『柏崎日報』2000（平成12）年 7 月28日）
（299）　『柏崎日報』1985（昭和60）年 6 月24日、 7 月 6 日、10月26日。
（300）　『越後タイムス』1985（昭和60）年 7 月 7 日、『柏崎日報』1985（昭和60）年 7 月 6 日。





















（302）　『柏崎日報』1987（昭和62）年 2 月 2 日。
（303）　『越後タイムス』1987（昭和62）年 4 月19日、『柏崎日報』1987（昭和62）年 2 月 2 日。
（304）　『柏崎日報』1986（昭和61）年 6 月 5 日。
（305）　後援会長には小林治助（前市長の実子、前市長の死後「治助」を襲名）、顧問には高橋源治、
選対本部長には松村保雄（松村正吉の実子）が付くなど、元市長小林治助の影がみえる体制であっ
たと言えよう。（『越後タイムス』1987（昭和62）年 3 月 1 日）







名前 得票数 属性 支持連合
飯塚正 36，391 市議会議員、農業 農村部兼業農家、建設業者





















（311）　『越後タイムス』1987（昭和62）年 4 月 5 日。
（312）　『柏崎日報』1987（昭和62）年 4 月11日。

















1991（平成 3 ）年 4 月26日執行
名前 得票数 属性 支持連合
飯塚正 42，258 市議会議員、農業 自民党、民社党





（315）　『越後タイムス』1990（平成 2 ）年 9 月 9 日。
（316）　『越後タイムス』1991（平成 3 ）年 4 月21日。












始していた原子力発電所 1 号機の他、 5 号機（1990（平成 2 年 4 月））、 2 号機










（318）　『柏崎日報』1991（平成 3 ）年 4 月19日。
（319）　『越後タイムス』1991（平成 3 ）年 4 月28日、『柏崎日報』1991（平成 3 ）年 4 月22日。
（320）　『柏崎日報』1991（平成 3 ）年 4 月22日。
（321）　『越後タイムス』1992（平成 4 ）年 3 月 1 日。
（322）　『柏崎日報』1992（平成 4 ）年10月24日、28日。
（323）　『越後タイムス』1992（平成 4 ）年 3 月22日。
（324）　『越後タイムス』1990（平成 2 ）年 9 月16日。






















































始している 2 号機、5 号機に加え、1987（昭和62）年 7 月から 3 号機、7 号機の着工が開始され、
その分の電気料金割引が加わり、大飯町の割引額分を抜いて全国一の水準（一般家庭一個当たり
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実施事業としても潤沢な財政をもとに積極的な公共投資を行うことができ、
「発展・開発」志向が継続していった。
　以上本論文では柏崎市のガバナンス動態を描いてきたが、柏崎市は資源との
関わりの中で自治の姿が形作られてきたと言える。ここではその功罪の評価を
目的とはしていないが、地域の資源が自治のあり方を形作る重要な要素である
ということは含意として導き出せるのではないだろうか。
 ―みのわ　まさとし・法学部講師―
186
資源と自治〔箕輪　允智〕
